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 ASEANではキャッシュレス・QRコード決済の利用率が非常に高い。

 決済のデジタル化が越境決済制度の整備を進め、金融統合を促進している。

 日本・ASEAN間の QRコード決済の相互運用を進めるには、両者の推進主体の違いや目的の違

いを理解し、日本側の体制を整える必要がある。

進む ASEAN の決済デジタル化と金融統合 

ASEAN（東南アジア諸国連合）において決済

のデジタル化が進んでいる。2015 年に ASEAN 
経済共同体（AEC）が結成され、高度に統合され

た経済を目指すための重要な要素として金融統

合・金融包摂・金融安定化が掲げられた。金融

のデジタル化に関しては、2016 年に各国の金融

包摂戦略のひとつとしてデジタル決済の促進が

挙げられた。

2019 年に「域内の越境即時リテール決済のた

めの ASEAN 決済政策枠組み」が発表されたこ

とで、域内での二国間の越境提携が進んだ。そ

して、2020 年には金融安定理事会（FSB）の「越

境送金の改善に向けた G20 ロードマップ」によ

って越境送金の改善が国際的な優先事項となっ

たことをふまえ、2022 年にはインドネシア、マ

レーシア、フィリピン、シンガポール、タイに

よる域内決済連結性（RPC）合意がなされた 1。

2023 年には ASEAN デジタル経済枠組協定

（DEFA）が立ち上げられ、経済のデジタル化は

ASEAN 共通の課題として進められている。

統一 QR コードと即時送金システムの整備 

デジタル化の進行と相まって、QR コード決済

（以下、QR 決済）の他国との相互接続開始など、

運用レベルでの金融統合が進められている。QR
コードが普及するまでは、デジタル化されても

金融へのアクセスは一般の銀行口座を通じるし

かなく、デジタル化の恩恵が金融包摂の拡大に

1 2023 年にはベトナムが加わった。

はつながっていなかった。しかし、2016 年頃か

ら、QR 決済が銀行口座に紐づかなくとも支払が

できる手段として ASEAN でも利用され始め、急

拡大していった。QR 決済の拡大はモバイルマネ

ー口座を増加させ、ASEAN 諸国の金融包摂に重

要な役割を果たしている。

表 統一 QR コードと即時決済システム（FPS）

（出所）各国中銀ウェブサイト、新聞記事より筆者作成。

ただし、普及にともない互換性のない複数の

QR コードが混在したため、2017 年頃から各国

政府が次々と統一 QR を導入した。これにより

システムの互換性の問題が解消され、国内のデ

ジタル決済プラットフォーム間の相互運用性が

高まった。国内での統一は他国との相互運用の

際にも効率化をもたらし、またセキュリティや

個人情報保護などへの共通基準の導入を容易に

するため、相互運用拡大を後押しした。

こうした ASEAN 域内での相互運用の進展を

踏まえ、2022 年 12 月に経済産業省は、日本の

統一 QR 規格である JPQR とインドネシアの

QRIS との相互運用促進のための協力覚書をイ

ンドネシア銀行と締結し、2023 年 12 月にカン

統一QRコード 導入年 即時決済システム（FPS） 導入年

インドネシア QRIS 2019 BI-Fast 2021
マレーシア DuitNow QR 2019 DuitNow 2018
フィリピン QRPh 2019 Instapay 2018
シンガポール SGQR 2018 PayNow 2017
タイ THAI QR 2017 PromptPay 2016
ベトナム VietQR 2021 NAPAS 247 2016
カンボジア KHQR 2022 Fast Payment 2016
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ボジア国立銀行とも協力覚書を締結した。さら

に、2025 年度をめどに他の ASEAN 諸国との QR
決済の相互運用を目指している 2。 
 

キャッシュレスの拡大と ASEAN と日本の違い 

デジタル技術の発展、スマートフォンの普及

に加え、コロナ禍の経験、Ｅコマース市場の拡

大など多くの要素が相まってキャッシュレスの

需要を押し上げている。VISA の調査 3 による

と、ASEAN 諸国でのキャッシュレス決済利用率

は 93％であり、その内訳は、シンガポール 97％、

マレーシア 96％、インドネシアとベトナムが

95％、タイ 94％、フィリピン 92％、カンボジ

ア 68％である。QR 決済利用率も、マレーシア

68％、インドネシア 66％、ベトナム 62% 4と高

い。他方、日本におけるキャッシュレス決済利

用率は 39.3％（2023 年）5であり、そのうち QR
決済は伸びてはいるものの 10.9％とまだ低い。 

ASEAN と日本の違いには、決済システム制度

の成熟度の差による QR 決済の位置づけの違い

が影響している。日本では、1973 年から世界に

先駆けて全銀システムが即時決済を提供し、銀

行決済、クレジットカード決済が普及している。

後発の電子マネーや QR コードなどは既存の決

済手段の置き換えでしかない。一方、決済シス

テムが十分に整備されておらず銀行口座保有率

も高くなかった ASEAN では、先進国が数十年を

要した変化が一挙に進んでおり、電子マネーや

QR コードの普及は、安定的な金融システムの構

築、金融包摂、金融統合を達成するための重要

な要素である。ただし、ASEAN は QR 決済だけ

に焦点を当てているわけではなく、即時決済シ

ステム（FPS）の構築や越境取引におけるシステ

ムの統合が同時に進められている。 
そのため QR コードの統一、相互運用を推進

する主体も異なる。日本ではキャッシュレスの

推進は関係省庁や関連諸団体など産学官が連携

した一般社団法人「キャッシュレス推進協議会」

がその任務を負っている。一方、ASEAN では金

融システムの構築の一環であるため、中央銀行

が主導しており、国の政策における重要性の違

いが大きな差をもたらしている。下図にみるよ

 
2 2024年3月14日付日本経済新聞「QR決済、日本とASEANで支払い可能 

25年度に相互利用」 
3 VISA, “The Future of Commerce on the Cusp of Change, Visa Consumer Payment 
Attitudes Study 2024,” 
https://www.visa.com.ph/content/dam/VCOM/regional/ap/si
ngapore/global-elements/documents/visa-cpa-2024-report-
ipvmc.pdf 
 

うに、2021 年から短期間のうちに 8 カ国で QR
決済の二国間相互運用が始まっていることから

も ASEAN の勢いを知ることができる。 
 

図 東南アジアにおける二国間 QR 決済相互運用 

 
（出所）Boston Consulting Group. Interoperable QR Code Payment Ecosystem in 
ASEAN: What it Means for the World. 2023および各種新聞記事から筆者作成。 
 

日本の課題 

ASEAN における越境 QR 決済の推進は、

ASEAN の枠組みに基づき中央銀行主導で進め

られているため、域内での意思疎通は比較的ス

ムーズである。よって、相互運用のネットワー

クが ASEAN 全体をカバーするのも遠くないか

もしれない。 
一方、日本では越境決済などは資金移動事業

者等によって個別に進められており、セキュリ

ティ対策などのコスト増から広がりをみせてい

ない。さらに、相互運用の実現には電文スイッ

チングや精算を行うシステムを構築・運用する

国際スイッチャーが必要だが、日本ではまだそ

の準備が整っていない 6。加えて、ASEAN 各国

で統一 QR コードへの集約が進むなか、日本で

は統一規格である JPQR がほとんど普及してい

ないという根本的な問題がある。 
こうした日本側の体制不備の問題は早急に解

決される必要がある。その上で、ASEAN との QR
決済相互運用に必要な視点は、技術的な問題と

いうより、ASEAN における越境決済や QR 決済

の重要性とその位置づけを理解し、日本との違

いを確認することである。さらに共通の枠組み

はあるものの、各国の発展段階も異なるため、

それぞれの国の制度やその背景を理解し、柔軟

に対応する体制をつくることも重要である。 
（はまだ みき／開発研究センター） 

4 VISA, “Navigating A New Era in Payments, Consumer Payment Attitudes Study 
2022,”  
https://www.visa.co.th/content/dam/VCOM/regional/ap/documents/visa-cpa-
report-smt-2022.pdf 
5 https://www.meti.go.jp/press/2023/03/20240329006/20240329006.html 
6 ネットスターズがシステムを構築中である。  
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